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⚫ 2020年10月の2050年CNの表明以降、その実現に向けて各種戦略の策定や施策
検討を実施。2023年2月には、「GX実現に向けた基本方針」を閣議決定。

2050年カーボンニュートラル実現に向けた政府の取組

2021年

2022年

2050年カーボンニュートラルの表明（2020年10月26日）

2030年度の温室効果ガス排出量46%削減目標の表明（4月22日）

✓ グリーン成長戦略の具体化（6月18日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ イノベーションのスパイラルを起こすため、①政策手段や各分野の目標実現の内容の具体化、②脱炭素効果以外の国民生

活のメリットの提示という観点から具体化

✓ 第6次エネルギー基本計画の策定（10月22日閣議決定）
➢ 2030年46％削減に向けたエネルギー政策の具体的政策と2050年CNに向けたエネルギー政策の大きな方向性（供給サイ

ドに力点）

✓ グリーン成長戦略の策定（12月25日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）
➢ 2050年CNに向け、将来のエネルギー・環境の革新技術（14分野）について社会実装を見据えた技術戦略＋産業戦略

✓ 地球温暖化対策計画（10月22日閣議決定）
➢ 新たな2030年度温室効果ガス削減目標やその裏付けとなる対策・施策を提示

✓ 長期戦略（10月22日閣議決定）
➢ パリ協定の規定に基づく長期低排出発展戦略として、2050年CNに向けた分野別長期的ビジョンを提示

✓ GXリーグ基本構想公表（2月1日経済産業省）
➢ GXへの挑戦を行い、持続的な成長実現を目指す企業群や官・学と共に協働する場の提供

✓ クリーンエネルギー戦略の中間整理（5月19日関係省庁と連携し、経済産業省とりまとめ）

✓ GX実現に向けた基本方針（2月10日閣議決定）
➢ 今後10年を見据えた取組の方針をとりまとめ

2023年
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今後10年を見据えたロードマップの全体像

（出典）GX実現に向けた基本方針参考資料：https://www.meti.go.jp/press/2022/02/20230210002/20230210002_3.pdf 4



• 政府は、GXを総合的かつ計画的に推進するための戦略（脱炭素成長型経済構造移行推進戦略）を策定。戦略はGX経済への移行状況を検討し、適切に見直し。

【第６条】

✓ 世界規模でグリーン・トランスフォーメーション（GX）実現に向けた投資競争が加速する中で、我が国でも2050年カーボンニュートラル等の国際公約と産業
競争力強化・経済成長を同時に実現していくためには、今後10年間で150兆円を超える官民のGX投資が必要。

✓ 昨年12月にGX実行会議で取りまとめられた「GX実現に向けた基本方針」に基づき、（１）GX推進戦略の策定・実行、（２）GX経済移行債の発行、
（３）成長志向型カーボンプライシングの導入、（４）GX推進機構の設立、（５）進捗評価と必要な見直しを法定。

脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律案【ＧＸ推進法】の概要（2023年5月成立）

（１）GX推進戦略の策定・実行

背景・法律の概要

① 炭素に対する賦課金（化石燃料賦課金）の導入

• 2028年度（令和10年度）から、経済産業大臣は、化石燃料の輸入事業者等に

対して、輸入等する化石燃料に由来するCO2の量に応じて、化石燃料賦課金を徴

収。【第11条】

② 排出量取引制度

• 2033年度（令和15年度）から、経済産業大臣は、発電事業者に対して、一部有

償でCO2の排出枠（量）を割り当て、その量に応じた特定事業者負担金を徴収。

【第15条・第16条】

• 具体的な有償の排出枠の割当てや単価は、入札方式（有償オークション）により、

決定。【第17条】

（３）成長志向型カーボンプライシングの導入

• 政府は、GX推進戦略の実現に向けた先行投資を支援するため、2023年度（令和

５年度）から10年間で、GX経済移行債（脱炭素成長型経済構造移行債）を発

行。【第７条】

（２）GX経済移行債の発行

（４）GX推進機構の設立

※ GX経済移行債や、化石燃料賦課金・特定事業者負担金の収入は、エネルギー対策特別会
計のエネルギー需給勘定で区分して経理。必要な措置を講ずるため、本法附則で特別会計に
関する法律を改正。

• 経済産業大臣の認可により、GX推進機構（脱炭素成長型経済構造移行推進機

構）を設立。

（GX推進機構の業務）【第54条】

① 民間企業のGX投資の支援（金融支援（債務保証等））

② 化石燃料賦課金・特定事業者負担金の徴収

③ 排出量取引制度の運営（特定事業者排出枠の割当て・入札等） 等

• GX投資等の実施状況・CO2の排出に係る国内外の経済動向等を踏まえ、施策の在り方について検討を加え、その結果に基づいて必要な見直しを講ずる。

• 化石燃料賦課金や排出量取引制度に関する詳細の制度設計について排出枠取引制度の本格的な稼働のための具体的な方策を含めて検討し、この法律の施行後２年以内に、

必要な法制上の措置を行う。【附則第11条】

（５）進捗評価と必要な見直し

※ ①②は、直ちに導入するのではなく、GXに取り組む期間を設けた後で、エネルギーに係る負担

の総額を中長期的に減少させていく中で導入。（低い負担から導入し、徐々に引上げ。）

• 炭素排出に値付けをすることで、GX関連製品・事業の付加価値を向上。

⇒ 先行投資支援と合わせ、GXに先行して取り組む事業者にインセンティブが

付与される仕組みを創設。

• GX経済移行債は、化石燃料賦課金・特定事業者負担金により償還。（2050年度

（令和32年度）までに償還）。【第８条】

※ 今後10年間で20兆円規模。エネルギー・原材料の脱炭素化と収益性向上等に資する革新
的な技術開発・設備投資等を支援。

※本法附則において改正する特別会計に関する法律については、平成28年改正において同法第88条第１項第２号ニに併せて手当する必要があった所要の規定の整備を行う。 5



◼ GX経済移行債を活用した今後10年間で20兆円規模の先行投資支援によって、GXに向けた投資を支援する。

◼ GXに取り組む期間を設けた上で、賦課金や排出量取引等のカーボンプライシング（炭素に値付けをし排出を規制
する措置）を導入。 ⇒将来的に排出に伴い費用負担が発生することとなるため、削減対策への投資を促す。

「成長志向型カーボンプライシング構想」

6

・排出量取引制度の本格稼働
（2026年度～）

＋発電事業者への「有償
オークション」（2033年度
～段階的導入）

・炭素に対する賦課金制度
（2028年度～）

（出典）第2回「GX実現に向けた基本方針」説明資料：https://www.kanto.meti.go.jp/press/data/20230630_gx_setsumei_shiryo.pdf 



産業競争力強化・経済成長 排出削減

×

技術革新を通じて、将来の国内の削減に貢献

する研究開発投資

or

技術的に削減効果が高く、直接的に国内の排

出削減に資する設備投資等

or

全国規模で需要があり、高い削減効果が長期
に及ぶ主要物品の導入初期の国内需要対策

技術革新性または事業革新性があり、外需獲得

や内需拡大を見据えた成長投資

高度な技術で、化石原燃料・エネルギーの削減と

収益性向上（統合・再編やマークアップ等）の

双方に資する成長投資

全国規模の市場が想定される主要物品の導入初

期の国内需要対策（供給側の投資も伴うもの）

A

B

C

①

②

③

※資源循環や、内需のみの市場など、国内経済での価値の循環を促す投資を含む

【基本条件】

Ⅰ. 資金調達手法を含め、企業が経営革新にコミットすることを大前提として、技術の革新性や事業の性質等により、民間企業
のみでは投資判断が真に困難な事業を対象とすること

Ⅱ. 産業競争力強化・経済成長及び排出削減のいずれの実現にも貢献するものであり、その市場規模・削減規模の大きさや、
GX達成に不可欠な国内供給の必要性等を総合的に勘案して優先順位を付け、当該優先順位の高いものから支援すること

Ⅲ. 企業投資・需要側の行動を変えていく仕組みにつながる規制・制度面の措置と一体的に講ずること

Ⅳ. 国内の人的・物的投資拡大につながるもの※を対象とし、海外に閉じる設備投資など国内排出削減に効かない事業や、ク
レジットなど目標達成にしか効果が無い事業は、支援対象外とすること

【要件】

国による投資促進策の基本原則

「GX経済移行債」を活用した先行投資支援の基本的考え方

or

or

7



8（出典）GX実行会議（第７回）資料１：https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai7/index.html を加工

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/gx_jikkou_kaigi/dai7/index.html


１．GX実現に向けた国の政策の概況
～主に成長指向型カーボンプライシング構想について～

２．水素社会実現に向けて
～主に内陸部の地域を意識して～
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「水素基本戦略」の改定のポイントについて

水素産業戦略 ～ 「我が国水素コア技術が国内外の水素ビジネスで活用される社会」実現 ～
① 「技術で勝ってビジネスでも勝つ」となるよう、早期の量産化・産業化を図る。
② 国内市場に閉じず、国内外のあらゆる水素ビジネスで、我が国の水素コア技術（燃料電池・水電解・発電・輸送・部素材等）が活用される世界を目指す。
➡脱炭素、エネルギー安定供給、経済成長の「一石三鳥」を狙い、大規模な投資を支援。（官民合わせて15年間で15兆円のサプライチェーン投資計画を検討中）

 規模・スピードで負けないよう大胆な民間の設備投資を促す政策支援
 大規模サプライチェーン構築支援の有効活用
 海外政府・パートナー企業との戦略的連携、トップセールスによる海外大規模プロジェクトへの参画
 『アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）』構想等の枠組みを活用したアジア連携
 日本の水素ビジネスを支える国際的な知財・標準化の取組（GI基金等も活用）

 人材育成の強化・革新技術の開発

世界市場の獲得

需給一体の国内市場の創出

需要供給

 既存燃料との価格差に着目した大規模サプライチェーン構築支援
ーS＋３Eの観点からプロジェクト評価
ーブレンデッド・ファイナンスの活用

 効率的な供給インフラ整備支援 ー国際競争力ある産業集積を促す拠点を整備

 低炭素水素への移行に向けた誘導的規制の検討
 保安を含む法令の適用関係を整理・明確化
 上流権益への関与や市場ルール形成による安定したサプライチェーンの確保

つくる つかうはこぶ
 水電解装置
 電解膜、触媒などの部素材
 効率的なアンモニア合成技術

海上輸送技術（液化水素、
MCH等）

 燃料電池技術
 水素・アンモニア発電技術
 革新技術（水素還元製鉄、CCUS等）

・D社（重工）は、世界初の液化水素運搬
技術を確立し、G7でも各国閣僚から高い関心。
・E社（エンジニアリング）は、欧州でのMCHに
よる輸送プロジェクトの事業化調査に着手。

・F社（自動車）は、燃料電池の海外での需要をみこして多用途展
開を促し、コア技術としての普及を目指す。
・G社（重工）は、大型水素発電の実証・実装で世界を先行。
・H社（発電）は、アンモニア混焼の2020年代後半の商用運転開
始に向け、実証試験を実施。

規制・支援一体型の制度を、需給の両面から措置、水素普及の加速化

拡大する欧米市場で初期需要を獲得、将来のアジア市場を見越し先行投資

水素基本戦略（アンモニア等を含む）を改定し、関係府省庁が一体となって水素社会の実現に向けた取組を加速する。

①2030年の水素等導入目標300万トンに加え、2040年目標を1200万トン、2050年目標は2000万トン程度と設定（コスト目標として、現在の100円/Nm3を2030年

30円/Nm3、2050年20円/Nm3とする） ②2030年までに国内外における日本関連企業の水電解装置の導入目標を15GW程度と設定 ③サプライチェーン構築・供
給インフラ整備に向けた支援制度を整備 ④G7で炭素集約度に合意、低炭素水素等への移行

米国：インフレ削減法(IRA)により、低炭素水素製造に10年間で最大3ドル/kgの税額
控除を実施予定 (約50兆円規模 ※水素以外も含む）

欧州：グリーンディール産業計画で、グリーン投資基金の設立や水素銀行構想を発表
(約5.6兆円規模 ※水素以外も含む）

英国：国内低炭素水素製造案件について15年間の値差支援や、拠点整備支援を
実施予定（第一弾として約5,400億円規模）

水素保安戦略 ～ 水素の大規模利用に向け、安全の確保を前提としたタイムリーかつ経済的に合理的・適正な環境整備 ～

Energy Security：国内製造、供給源の多角化
Economic Efficiency：経済的な自立化見通し
Environment：CO2削減度合いに応じた評価

 需要創出に向けた省エネ法の活用
ー工場、輸送事業者・荷主等の非化石転換を進め、将来的に水素の炭素集約度等に応じて評価。
ートップランナー制度を発展させ、機器メーカーに水素仕様対応等を求めることを検討。

 燃料電池ビジネスの産業化（セパレーター等の裾野産業育成）
ー国内外のモビリティ、港湾等の燃料電池の需要を一体で獲得することでコストダウン・普及拡大

 港湾等における「塊の需要」や意欲ある物流事業者等による先行取組への重点的支援
 地域での水素製造・利活用と自治体連携※、国民理解 ※特に「福島新エネ社会構想」の取組加速

・A社（素材）は、国内外大手と連携、水電解装置による国内外の大規模
グリーン水素製造プロジェクトに参画。
・B社（自動車）は、燃料電池の技術力をベースに多くの共通技術を活かす
水電解装置を開発・実装。
・C社（ベンチャー）は、GI基金を通じアンモニア製造の新技術を開発・実証。
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（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf を加工 12

地域での水素利活用

（略）

水素基本戦略P.20,21抜粋

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf


（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf を加工 13

水素をはこぶ 水素基本戦略P.28,29抜粋

（略）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf


（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf を加工 14

水素をつかう① 水素基本戦略P.17抜粋

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf


（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf を加工 15

水素をつかう② 水素基本戦略P.32,33抜粋

（略）

https://www.meti.go.jp/shingikai/enecho/shoene_shinene/suiso_seisaku/pdf/20230606_2.pdf


16（出典）モビリティ水素官民協議会 中間とりまとめ https://www.meti.go.jp/shingikai/mono_info_service/mobility_hydrogen/pdf/20230711_1.pdf

【補足】FC商用車普及と水素ステーションの整備・マルチ化



17（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/energy.html

【参考】



⚫ 「再エネ、水素等のクリーンエネルギーの導入」、「カーボンリサイクル」、「資源循環・
サーキュラーエコノミー」などの地域ならではのシナリオを描き、個社では困難なエネ
ルギー需給構造や産業構造の転換など、官民一体となったGX実現に向けた取
組が前進していくことを期待。

⚫ 地域の資源・特性・企業等のポテンシャルを有効活用するとともに、県外企業・
自治体等との連携による県外リソースとの効果的なインテグレーションを図ることが
重要。

⚫ 当局としても、引き続き県ともよく連携し、各種の情報・ナレッジの提供、ネットワー
ク構築等のサポートも最大限させて頂きながら、ともに検討を進めてまいりたい。

⚫ 同時に、GX実現に向けた潮流における、地域中堅・中小企業の多様な挑戦に
ついても、様々な施策を通じて後押ししていく。

まとめ
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その他の関連施策
～地域中堅・中小企業が活用し得るものを中心に～

19

【参考】



20

【参考】

（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/gx.html



21（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2022/hosei/hosei2.html を加工

【参考】

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2022/hosei/hosei2.html


22（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2022/hosei/hosei2.html を加工

【参考】

https://www.meti.go.jp/main/yosan/yosan_fy2022/hosei/hosei2.html


23（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/ippan.html

【参考】



24（出典）経済産業省ホームページ https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/gx.html を加工

【参考】

https://www.meti.go.jp/main/yosangaisan/fy2024/pr/gx.html


お問い合わせ先

関東経済産業局 資源エネルギー環境部
カーボンニュートラル推進課

bzl-kanto-cn@meti.go.jp

※支援施策によっては募集が終了している場合や
内容（要件、申請時期等）が変更される場合もございますので、

ホームページ等にて最新の情報をご確認ください。

25
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